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研究要旨 
強度変調放射線治療(IMRT)は(複数の)がん医療圏単位での集約化の検討が必要な医療

技術ではあるが、集約化の議論の中でも限られた人的資源を活かしつつ、必要な患者にI
MRTを提供できる体制を構築する必要がある。本研究では、人材が不足する常勤医師1名
のみが配置されたIMRT対応機保有施設に対して、経験豊富な外部施設の医師1名がIMRT治
療計画の立案を遠隔技術で支援する新たなIMRT施設基準を提案し、これを国内多施設共
同研究で検証することを目的とした。現在、実際の患者データを用いたIMRT治療計画立
案実証実験(REMOTE-IMRT trial)を遂行中であり、中間解析の時点において、既存施設基
準に対する上記提案施設基準の治療の質に関する非劣性傾向が示されている。 

 
 
A. 研究目的 
強度変調放射線治療IMRTは(複数の)がん医療圏単

位での集約化の検討が必要な医療技術(参考文献1)
ではあるが、集約化の議論の中でも限られた人的資
源を活かしつつ、必要な患者にIMRTを提供できる体
制を構築する必要がある。そこで本研究では、常勤医
2名が立案したIMRT治療計画（従前要件群:A群）に対
し,常勤医1名が照射計画補助者1名の支援および経
験豊富な医師1名による遠隔支援で立案したIMRT治
療計画（提案要件群:B群）の治療計画品質の非劣性を,
常勤医2名施設(支援施設)と常勤医1名施設(治療施
設)がペアで参加する多施設共同試験(REMOTE-IMRT 
trial)で検証することを目的とした。 
 
B. 研究方法 

支援施設によるICT技術を活用した遠隔放射線治
療計画支援の有無による治療施設におけるIMRT治療
計画(①標的輪郭描出+②最適化計算)の質を、国内複
数施設間の実証実験で評価した。REMOTE-IMRT tria
lのシェーマを図1に示す。 

 

 
図1. REMOTE-IMRT trialのシェーマ 

 
REMOTE-IMRT trialでは、まず研究事務局で準備し

た臨床情報と治療計画用デジタルデータを支援施設
と治療施設の双方がダウンロードし、支援施設はIM
RT(従前要件群:A群)、治療施設はIMRTと従来法(3次

元原体照射法(3DCRT))の治療計画を立案し、研究事
務局が用意したWebシステムにデータをアップロー
ドする。その後、治療施設の治療計画を支援施設の5
年以上の経験のある医師1名が遠隔でレビューし、治
療施設にその結果がフィードバックされる。遠隔レ
ビューについては研究班が用意したWebシステム等
を使用して実施する。遠隔レビューを受けて治療施
設は再度IMRT治療計画(提案要件群:B群)を実施し、
再度Webシステムにアップロードする。提出された治
療計画において、研究班が①標的輪郭描出の質と②
最適化計算の質を評価し、A群に対するB群の非劣性
を証明する。 
対象症例はIMRTの代表的な適応症例である前立腺

癌(Case01)と上咽頭癌(Case02A: 初回治療計画、Ca
se02B：変更後治療計画)とした。実証実験参加施設
は日本放射線腫瘍学会メーリングリスト、ホームペ
ージにて公募し、研究事務局にて参加承認を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は山梨大学医学部倫理委員会承認(承認番号C
S0047)の下で実施した。 
 
C. 研究結果 
2025年3月初旬に40ペア施設（合計80施設）におい

て実証実験を開始した。本研究報告書作成日（2025
年4月25日）時点での中間解析結果を示す。表1に提
出された31ペア分の標的輪郭(Clinical target vol
ume: CTV)のダイス係数（輪郭の一致度を示す0～1の
指標であり1に近づくほど一致）を示す。各症例の標
的輪郭描出精度において、A群とB群の間に有意差（W
ilcoxon検定）は認められておらず、提案要件群は従
前要件群に対して非劣勢傾向(α=0.05)であること
が示されている。 
 
表1. 標的輪郭の一致度（ダイス係数による評価） 
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次にIMRT治療計画の結果に関して、本実証実験で

は、前立腺癌では9つの線量制約、上咽頭癌では初回、
変更後でそれぞれ16つの線量制約を研究事務局にて
設定し、それらをすべて順守できた施設の割合を評
価した。各症例において、A群とB群の線量制約順守
率は100%であり、提案要件群においても安全にIMRT
の治療計画の立案が可能であることが本報告時点で
は示されている。また表2に治療計画品質指標（PQM:
 Plan Quality Metricスコア）の結果を示す。PQMス
コアは0～100の指標であり、100に近づくほど厳しい
線量制約を達成した質の高い治療計画であることを
示すものである。このPQMスコアに関しても、A群とB
群の間に有意差は認められておらず、提案要件群は
従前要件群に対して非劣勢傾向(α=0.05)であるこ
とが示されている。 
 
表2. 治療計画品質指標(PQMスコア)の数値 

 
 また、表3に支援施設医師1名の遠隔もしくは非常
勤レビューの各症例の作業時間を示す。遠隔又は非
常勤勤務での作業時間は約30分であった。 
 
表3. 支援施設医師1名の遠隔もしくは非常勤レビュ
ーの作業時間 

 
 
D. 考察 
IMRTを実施する際の標的輪郭描出や放射線治療計

画の質は実施者によるばらつきがあることが国内外
の先行研究においても報告されている（参考文献2）。
本研究では常勤医師1名の施設を対象とした新たなI
MRT施設基準案(提案要件群)に関して、従来のばらつ
きの範囲内での従前要件群に対する非劣勢を国内多
施設共同研究で検証することを目的とした。報告現
在では、上記を示すことができており、かつこれらの
ばらつきは先行文献と同等程度であることが示され
ている（参考文献3,4）。標的輪郭描出精度に関して
は、前立腺癌、上咽頭癌(初回)、上咽頭癌(変更)の順
でダイス係数が小さくなった。これは標的決定の難
易度や担当医師の考え方の違いに由来するものと考
えられる。本実証実験においては遠隔もしくは非常
勤レビューは必ず実施するものの、最終的な承認は
治療施設の専任常勤医師1名が下すため、担当医師に
よる判断が結果に反映されたと考えられる。またIMR
T治療計画に関しては、すべての施設において臨床的
なエビデンスに基づく線量制約の許容値をすべて満
たしたうえで治療計画が立案されたため、実地にお

いても安全にIMRTを実施できる可能性が十分にある
と推察される。 
なお、本報告書作成現在で実証実験実施中である

ため、報告書に記載した以外の試験の実施に影響を
及ぼす詳細な患者情報の公表や線量制約達成状況に
ついては非公表とする。今後の検討課題として、残り
の参加施設の実証実験の完遂と、詳細な副次的解析
が必要である。 
 
E. 結論 
REMOTE-IMRT trial中間解析において、提案要件群

は従前要件群に対する非劣性傾向を示した。本試験
は次年度初旬での試験完遂を目指し、今後はさらに
詳細な副次解析を実施していく予定である。 
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